
年 月

3 22 103 3 2 3 15

3

22
103

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 12,474 12,932 13,068 0 0

節

13 584
50

11

一般財源 千円 7,506 7,730 7,866
事業費計 千円 12,474 12,932 13,068 0 0

事業費
の内訳

千円

14 18 14

開放等の利用者数

27

事業費

　(2)　事業費の推移・内訳

投
入
量

事
業
費

その他 千円

13
12 281 12 375

単位
千円
千円

597 13 632

2,670
12

その他町民に対する事業

住民課

児童福祉担当事務事業名

会計

3

大事業名

子育て支援センター事業

項

補助事業

課所名

政　策

基本施策

基本事業

総合振興計画
上の政策体系

ふるさとの明日を担う心豊かな人づくり

該当

任意的事業

直営

担当
課所

実施計画事業・一般事業

単年度繰返し 19

2

～ 平成

目

評価対象 平成 評価実施 平成 28

児童・青少年の育成

児童福祉

一般

款

3

年度年度27

２８年度
（見込）

事業分類

利用者数

事業
計画

予算
区分

日作成

№

15

一般政策体系 予算区分

新規事業・継続事業

単独事業・補助事業

任意的・義務的

実施方法

担当係名

29 3 1

子育て支援センター運営費

平成

事
業
区
分

総合戦略事業該当

事業
期間

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

7,000

継続事業

実施計画事業

手
段

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

根拠法令、
例規・要綱

7,500

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

　子育て家庭の親子が、安心して遊び交流できる
場、育児不安について気軽に相談できる場を提供
する。また、親子遊びの支援、情報提供、学習の
機会を提供し、地域全体で子育てを支援する基盤
の育成を図り、子育ての輪が広がるように事業を
展開している。
　平成27年度より旧三田川幼稚園を小鹿野町子
育て支援センターとし移設し、開所する地域の子
育て拠点として、専任保育士が常駐する。

活動指標 単位
２７年度
（実績）

186 174

講座等の参加者数 1,300 1,200

３０年度
（見込）

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２７年度実績（平成２７年度に実施した事業内容）
開放：ホール、赤ちゃんの部屋、庭で親子が自由に遊ぶ
すくすく教室：1歳未満児　計測、離乳食、発達、スキンシップ遊びを毎週月曜開催
親子ふれあい教室：1歳以上児　計測、サーキット遊び、誕生会　毎週木曜開催
年齢別講座：同年齢の親子の集い　　ランチタイム：お弁当を家庭から持参し楽しく会食
地域交流事業：公園で遊ぼう、幼稚園交流会・保育所給食体験等地域の乳幼児施設活用
サークル活動：母親の自主的な活動を支援　　　　パパと遊ぼう：月１回第3土曜開催

対象指標 単位
２９年度
（見込）

３１年度
（見込）

２７年度
（実績）

２８年度
（見込）

開所日数 日 252 252 252
人 7,554

  子どもと保護者が安心してすごせる場所が
ある。

目
的

乳幼児の保護者

人

単位

地域支援活動参加者数 人 545 500 500

成果指標

上位成果指標

２７年度
（実績）

２９年度
（目標）

人 350

9 28

2,601

節 事業費

7,406
8 100

2,601
３０年度（目標）

2,601

756
7 8,636

8 190

1,341

２７年度
（実績）

２８年度
（目標）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

３１年度
（目標）

節

２９年度（目標）

子育てサークル活動参加者数 人

３１年度（目標）

623 600 600

4,700

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）

節 事業費
4 998
77 7,277

4

8 132

２７年度（実績）
2,601

節 事業費
4

千円

２８年度（見込）財源内訳
国庫支出金

2,484
2,484

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）
①乳幼児
②乳幼児の保護者

①子どもが心身ともに健やかに成長する。
②子育て中の親の負担を軽減する。

相談・家庭訪問等個別支援者
数（事業内相談含む） 300 300

乳幼児（4.1現在）
168 157人 145

人

３１年度
（目標）

4,768 4,700

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

県支出金
地方債

単位

一日平均利用者数 人 29 29

児童福祉法、子ども・子育て支援法、小鹿野町子育
て支援センター条例、施行規則

２９年度
（見込）

３０年度
（目標）

２８年度
（目標）

160

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート
20

人

1,264 16 100 18 0

14 74
16 42 15 0 16 150

9 7
11 2,070

事業費

25
11 2,084

727

290

9

18
19 30

27 0
19 0 18 800

19 15 27 7

平成

昭和

平成

昭和

平成

昭和

平成

昭和

平成

昭和

平成

昭和

平成

昭和

平成

昭和



⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）
　少子化対策の一環として、子育て支援施設を運営している。利用者の需要がある限り継続する。この事業以外に有効な施策が
実施されることになれば廃止できる。

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】
　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）
④ 内容・進め方を見直す（見直し
た方がよい）

終
了
等
の
条
件

理由・
改善案

　事業の認知度を更に上げるよう周知を図り、多くの人に活用されるようにする。
また、場を活用できない人と顔がつながるような仕組みの構築が必要である。

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

A1 類似する事務事業はな
い

理由・
改善案

類似する事務事業名

　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）

　この欄は、「平成２７年度事務事業に対する評価」を踏まえた平成２９年度に実施する取組につい
て、平成２９年度に実施する事務事業評価において記入

２　視点別評価【Ｃｈeck】

目
的
妥
当
性
の
評
価

①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

結びついている
理由・
改善案

　乳幼児親子とその保護者が気軽に安心して過ごせる場の提供と、職員によるふれあい活動を通し
て、小さな不安も見逃さず解消してもらうよう気配りを行うことで、「安心して集える場所」としての成果
が出ている。安心した気持ちで子育てができるよう親同士の交流や子育て支援事業（講座）を実施し
ており、参加者から好評である。

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）

A1 町が実施しなければな
らない

理由・
改善案

　子どもたちの安全が最優先される今日、虐待等から子どもたちを守るため、各種子育て支援が求め
られている。この事業は、相談や支援により子どもを守り、同年代の子どもたちと保護者が安心して遊
ぶことのできる場の提供を実施することで、子どもの健全育成を目的に実施しているため、町が行う
べき事業である。

③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

A 妥当である
理由・
改善案

　０～３歳の乳幼児及び保護者を対象にした事業である。午後は就学前児童まで利用して
いる。
子育て不安の解消を図るという意図は妥当である。

有
効
性
の
評
価

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

B 成果向上の余地がある
程度ある

前年度の評価結果

　事業の認知度を更に上げるよう周知を図り、多くの人に活用されるようにする。また、場を活用できない人と顔がつながるような仕組
みの構築が必要である。

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

　小鹿野町ネウボラ（子育て包括支援センター）システム構築と実施に向け、母子保健と児童福祉機関の
連携が必要。また、施設を利用できない人に対する訪問支援事業を検討する。

Ｂ 改善・見直しを進める

４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】

 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(4)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

　子育て支援センターが開所してから10年となり、事業内容等も多く子育て中の母親にも知られるようになった。場所が保育所から幼
稚園内に、更にH27年度より旧三田川幼稚園となり、町民に周知を図るため広報やお便り等を利用していく。乳幼児健診や家庭訪問
等母子保健との連携を図りながら、子育て家庭親子との顔の見える関係を作っていく。施設を利用できない人へは、こちらから出向い
て支援を届ける事業を考えていく。親子共にのびのびと過ごすために必要な室内空間、戸外環境ともに適切である。

効
率
性
の
評
価

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

A 削減の余地はない
理由・
改善案

　事業負担の抑制に努めており、削減の余地はない。

公
平
性
の
評
価

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

A1 受益者負担は求める必
要がない

理由・
改善案

　子育て支援センター利用や相談事業は、公共性が高く受益者負担は、妥当ではない。

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）



年 月

5 99 999 3 2 1 19

5

99
999

0ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 3,250 2,800 4,250 0

事業費
の内訳

千円

節 事業費
8 4,2508 3,250 8 2,800

事業費 節 事業費
事業費計 千円 3,250 2,800 4,250 0 0
一般財源 千円 3,250 2,800 3,875

節 事業費 節 事業費 節

地方債 千円
その他 千円

県支出金 千円 375

　(2)　事業費の推移・内訳

投
入
量

事
業
費

財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（見込） ２９年度（目標） ３０年度（目標） ３１年度（目標）
国庫支出金 千円

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）
　子育てに伴う経済的負担が軽減される。 上位成果指標 単位

２７年度
（実績）

２８年度
（目標）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

目
的

３１年度
（目標）

子育て支援金支給件数 人 50 43 50

支給合計額 千円 3,250 2,800 4,250

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）
　子育て家庭の経済的負担を軽減する。 成果指標 単位

２７年度
（実績）

２８年度
（目標）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

人 15 13 15

３１年度
（目標）

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）
　出生日において、小鹿野町に住民登録が
ある父又は母（父母がいない場合は養育
者）

対象指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（見込）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

第３子以降の支給人数

第３子以降の支給金額 千円 1,500 1,300 2,250

第１子・第２子の支給金額 千円 1,750 1,500 2,000

３１年度
（見込）

第１子・第２子の支給人数 人 35 30 35

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

手
段

事業
計画

単年度繰返し
事業
期間

27 ～

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２７年度実績（平成２７年度に実施した事業内容）
次世代を担う児童の健全育成と、子育て家
庭の経済的負担を軽減し少子化対策を図る
ことを目的とし、第１子・第２子には５万円。
第３子以降には１０万円を支給する。（平成
29年4月1日以後に出生した第３子以降より
１５万円に引き上げる）
・申請期間
　出生の日から１年以内
・業務内容
　申請書の受付、審査及び支払処理

・申請の受付と支給決定
・支援金の支給

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（見込）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

予算
区分

会計 款 項 目 大事業名

一般 3 2 1
№

子育て支援金給付事業費
19

基本事業 その他 単独事業・補助事業 単独事業

任意的・義務的 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 現金・現物給付事業

平成
根拠法令、
例規・要綱

小鹿野町子育て支援金支給条例及び施行規則

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

総合振興計画
上の政策体系

政　策 人口を増加させ、住民が生き生きと暮らす活気あるまちづくり 実施計画事業・一般事業 実施計画事業

基本施策 その他 総合戦略事業該当 該当

担当係名 児童福祉

事
業
区
分

新規事業・継続事業 新規事業
事務事業名 子育て支援金給付事業

担当
課所

課所名 住民課

28 年度 21 政策体系 予算区分 一般

3 1 日作成

評価対象 平成 27 年度 評価実施 平成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29

平成

昭和

平成

昭和



４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】

 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(4)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

　以前の「出産褒賞金」を平成２７年度より「子育て支援金」とし、支給額を増額し実施している事業である。さらなる子育て支援を図
るため、平成２９年度以降に出生した第３子以降を対象に、１０万円を１５万円に引き上げる。

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）

　平成２９年度以降に出生した第３子以降を対象に、１０万円を１５万円に引き上げる。

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

Ｃ 来年度、改善・見直しを
実施する

A 削減の余地はない
理由・
改善案

終
了
等
の
条
件

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）
　子育て支援事業であり、類似事業が他にないため、事業を終了することは難しい。

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

③ 対象・意図を見直す（見直した
方がよい）

理由・
改善案

　町として、次世代を担う子の出産を奨励し、豊かで活力あるまちづくりに資するため。

公
平
性
の
評
価

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

A1 受益者負担は求める必
要がない

理由・
改善案

　次代を担う子の出産を奨励する事業であるため、受益者負担を求める必要はなし。

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

A1 類似する事務事業はな
い

理由・
改善案

類似する事務事業名

有
効
性
の
評
価

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

A 成果向上の余地はない
理由・
改善案

　出生届提出時に手続きを行っているため、十分に広報している。

効
率
性
の
評
価

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

　この欄は、「平成２７年度事務事業に対する評価」を踏まえた平成２９年度に実施する取組につい
て、平成２９年度に実施する事務事業評価において記入

２　視点別評価【Ｃｈeck】

目
的
妥
当
性
の
評
価 ③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

B 対象を見直す必要があ
る

理由・
改善案

　さらなる子育て支援を図るため、平成２９年度以降に出生した第３子以降を対象に、１０
万円を１５万円に引き上げる。

①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

結びついている
理由・
改善案

　経済的支援を行うことにより、児童の養育にかかる費用の負担軽減に貢献する。

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）

A1 町が実施しなければな
らない

　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）



年 月

2 14 79 3 2 1 21

2

14

79

3 1 日作成

評価対象 平成 27 年度 評価実施 平成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29

担当係名 児童福祉

事
業
区
分

新規事業・継続事業 継続事業
事務事業名 こども医療費支給事業

担当
課所

課所名 住民課

28 年度 22 政策体系 予算区分 一般

総合振興計画
上の政策体系

政　策 健康と福祉のまちづくり 実施計画事業・一般事業 実施計画事業

基本施策 社会保障 総合戦略事業該当 該当

基本事業 制度の充実 単独事業・補助事業 補助事業

任意的・義務的 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 現金・現物給付事業

平成
根拠法令、
例規・要綱

小鹿野町こども医療費支給に関する条例及び施行
規則

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

予算
区分

会計 款 項 目 大事業名

一般 3 2 1
№

こども医療費
21

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

手
段

事業
計画

単年度繰返し
事業
期間

47 ～

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２７年度実績（平成２７年度に実施した事業内容）
　こども（出生日から満15歳に達した日以後
の最初の3月31日まで）の医療費一部負担
金をその保護者に支給する。
　秩父郡市内医療機関では現物給付、医療
機関で一部負担金を支払った場合は償還払
いにより医療費助成を行っている。
　平成２９年４月１日より対象年齢を１５歳か
ら１８歳（１８歳に達した日以後の最初の３月
３１日）まで拡大

・医療費受給資格登録申請受付
・受給者証の発行
・こども医療費助成の支払い
・助成システムによる助成対象者の管理

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（見込）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

支給・給付件数 件 18,185 18,200 19,300

３１年度
（見込）

受給者数（０歳～１５歳） 人 1,346 1,340 1,550

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）
・０歳から１５歳までのこどもと保護者
・０歳から１８歳までのこどもと保護者（平成２
９年４月１日より）

対象指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（見込）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（目標）

支給額 千円 33,316 32,274 38,800

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）
　疾病の早期発見と治療を促進し、こどもの
保健の向上と福祉の増進を図ることを目的
とする。

成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（目標）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

一人当たりの医療費 円 24,752 24,085 22,959

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）
　経済的、精神的負担が軽減される。 上位成果指標 単位

２７年度
（実績）

２８年度
（目標）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

目
的

３１年度
（目標）

出生人数 人 50 43 50

第三子以降出生数 人 15 13 15

　(2)　事業費の推移・内訳

投
入
量

事
業
費

財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（見込） ２９年度（目標） ３０年度（目標） ３１年度（目標）
国庫支出金 千円
県支出金 千円 3,604 3,971 4,103
地方債 千円
その他 千円

事業費計 千円 34,668 34,133 40,591 0 0
一般財源 千円 31,064 30,162 36,488

節 事業費 節 事業費 節 事業費

11 0 11 389 11 5
9 79 6 9 7

事業費 節 事業費

12 0 12 91 12

32,274 20
13 1,348 13 1,372 13 1,774

5

38,80020 33,316 20

事業費
の内訳

千円

節

0ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 34,668 34,133 40,591 0

昭和

平成



　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）

　この欄は、「平成２７年度事務事業に対する評価」を踏まえた平成２９年度に実施する取組につい
て、平成２９年度に実施する事務事業評価において記入

２　視点別評価【Ｃｈeck】

目
的
妥
当
性
の
評
価 ③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

B 対象を見直す必要があ
る

理由・
改善案

　こどもの疾病の早期発見につなげ、子育てにに伴う経済的負担を軽減するため、対象年
齢を拡大する必要がある。

①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

結びついている
理由・
改善案

　医療費の助成により、疾病の早期発見による重症化の予防、子育てに伴う経済的負担
を軽減することにつながる。

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）

A1 町が実施しなければな
らない

理由・
改善案

　子育てに伴う不安や負担を軽減し、こどもが健康に育つように子育てを支援することは当
町の取り組みに沿うものである。

　県補助事業であり、事業費の大半が扶助費の為、削減することはできない。

公
平
性
の
評
価

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

A1 受益者負担は求める必
要がない

理由・
改善案

受　益者負担はない。

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

A1 類似する事務事業はな
い

理由・
改善案

類似する事務事業名

有
効
性
の
評
価

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

A 成果向上の余地はない
理由・
改善案

　助成対象の把握や助成事業の周知に努めている。

効
率
性
の
評
価

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

A 削減の余地はない
理由・
改善案

終
了
等
の
条
件

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）
　終了はできない。

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

③ 対象・意図を見直す（見直した
方がよい）

４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】

 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(2)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

　医療機関に受診しやすくなり、経済的負担も軽減されている。平成２９年度からさらなる子育て世代の負担軽減と疾病の早期発見、
早期治療を図るため、対象年齢を１５歳から１８歳に引き上げる。

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）

　平成２９年度から対象年齢を満１８歳まで拡大する。

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

Ｃ 来年度、改善・見直しを
実施する



年 月

2 14 79 3 2 1 27

2

14

79

3 1 日作成

評価対象 平成 27 年度 評価実施 平成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29

担当係名 児童福祉

事
業
区
分

新規事業・継続事業 継続事業
事務事業名 ひとり親家庭等医療費支給事業

担当
課所

課所名 住民課

28 年度 23 政策体系 予算区分 一般

総合振興計画
上の政策体系

政　策 健康と福祉のまちづくり 実施計画事業・一般事業 実施計画事業

基本施策 社会保障 総合戦略事業該当 該当

基本事業 制度の充実 単独事業・補助事業 補助事業

任意的・義務的 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 現金・現物給付事業

平成
根拠法令、
例規・要綱

小鹿野町ひとり親家庭等医療費の支給に関する条
例及び規則

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

予算
区分

会計 款 項 目 大事業名

一般 3 2 1
№

ひとり親家庭等医療費支給事業費
27

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

手
段

事業
計画

単年度繰返し
事業
期間

4 ～

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２７年度実績（平成２７年度に実施した事業内容）
　ひとり親家庭等（父親、母親または両親の
いない家庭等）に対し、児童（満18歳に達し
た日以後の最初の3月31日まで）と児童を養
育している方の医療費一部負担金を支給す
る。
　秩父郡市内医療機関では現物給付、医療
機関で一部負担金を支払った場合は償還払
いにより医療費助成を行っている。

・医療費受給資格登録申請受付
・受給者証の発行
・ひとり親家庭等医療費助成の支払い
・助成システムによる助成対象者の管理

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（見込）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

支給・給付件数 件 2,658 2,650 2,650

３１年度
（見込）

受給者数 人 230 230 230

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）
　ひとり親家庭等の１８歳未満の児童と養育
者

対象指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（見込）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（目標）

支給・給付額 千円 5,852 5,967 6,240

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）
　医療費一部負担金を支給、給付すること
で、受診しやすくなる。

成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（目標）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

一人当たりの医療費 円 21,835 25,943 27,130

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）
　子育てに伴う不安や負担を軽減することに
より、こどもが健康に育つように子育てを支
援し、経済的、精神的負担が軽減される。

上位成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（目標）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

目
的

３１年度
（目標）

出生人数 人 50 43 50

第三子以降出生数 人 15 13 15

　(2)　事業費の推移・内訳

投
入
量

事
業
費

財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（見込） ２９年度（目標） ３０年度（目標） ３１年度（目標）
国庫支出金 千円
県支出金 千円 2,573 2,550 2,400
地方債 千円
その他 千円

事業費計 千円 6,028 6,600 6,506 0 0
一般財源 千円 3,455 4,050 4,106

節 事業費 節 事業費 節 事業費

13 173 13 171 11 5
9 79 3 9 7

事業費 節 事業費

20 5,852 20 5,967 12

20
13 206

48

6,240

事業費
の内訳

千円

節

0ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 6,028 6,600 6,506 0

平成

昭和



　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）

　この欄は、「平成２７年度事務事業に対する評価」を踏まえた平成２９年度に実施する取組につい
て、平成２９年度に実施する事務事業評価において記入

２　視点別評価【Ｃｈeck】

目
的
妥
当
性
の
評
価 ③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

A 妥当である
理由・
改善案

　疾病の早期発見につながるほか、経済的負担の軽減となる為、対象と意図は妥当であ
る。

①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

結びついている
理由・
改善案

　医療費の助成により、疾病の早期発見による重症化の予防、子育てに伴う経済的負担
を軽減することにつながる。

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）

A1 町が実施しなければな
らない

理由・
改善案

　子育てに伴う不安や負担を軽減し、こどもが健康に育つように子育てを支援することは当
町の取り組みに沿うものである。

　県補助事業であり、事業費の大半が扶助費の為、削減することはできない。

公
平
性
の
評
価

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

A1 受益者負担は求める必
要がない

理由・
改善案

　受益者負担はない。

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

A1 類似する事務事業はな
い

理由・
改善案

類似する事務事業名

有
効
性
の
評
価

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

A 成果向上の余地はない
理由・
改善案

　助成対象の把握や助成事業の周知に努めている。

効
率
性
の
評
価

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

A 削減の余地はない
理由・
改善案

終
了
等
の
条
件

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】

 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(2)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

　医療機関に受診しやすくなり、経済的負担も軽減されているため今後も従来通り実施していく。

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

Ａ 現状維持（従来通り実施）



年 月

2 14 80 3 2 1 23

2

14

80

3 1 日作成

評価対象 平成 27 年度 評価実施 平成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29

担当係名 児童福祉

事
業
区
分

新規事業・継続事業 継続事業
事務事業名 ひとり親家庭援助事業

担当
課所

課所名 住民課

28 年度 24 政策体系 予算区分 一般

総合振興計画
上の政策体系

政　策 健康と福祉のまちづくり 実施計画事業・一般事業 一般事業

基本施策 社会保障 総合戦略事業該当 該当

基本事業 生活支援の充実 単独事業・補助事業 単独事業

任意的・義務的 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 補助・支援事業

平成
根拠法令、
例規・要綱

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

予算
区分

会計 款 項 目 大事業名

一般 3 2 1
№

ひとり親家庭援助費
23

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

手
段

事業
計画

単年度繰返し
事業
期間

～

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２７年度実績（平成２７年度に実施した事業内容）
　ひとり親家庭を対象に、温泉保養施設の入
浴料及び食事代を年度ごとに１回助成する。
　入浴料については、大人（中学生以上）３０
０円、小学生１２０円、幼児６０円の助成、
食事代については、１人につき６００円を助
成する。（１９歳以上と４歳未満の児童につ
いては助成対象外）
　町と社会福祉協議会の共催で、費用の１/
２を町の補助とする。

保養施設の入浴券と食事券の配付

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（見込）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

入浴助成額 円 25,500 25,500 25,500

配付枚数 枚 463 465 465

３１年度
（見込）

対象者数 人 331 330 330

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）
　ひとり親家庭の児童と養育者 対象指標 単位

２７年度
（実績）

２８年度
（見込）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

食事助成額 円 8,610 8,610 8,610

対象世帯 世帯 132 135 135

３１年度
（目標）

入浴券利用人数 人 68 100 100

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）
　心身の健康を保ち、親子のコミュニケー
ションを図る機会をつくる。

成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（目標）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

食事券利用枚数 枚 37 40 40

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）
　社会参加の機会をつくり、児童の育成を図
る。

上位成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（目標）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

目
的

３１年度
（目標）

入浴券利用率 ％ 21 30 30

食事券利用率 ％ 28 30 30

　(2)　事業費の推移・内訳

投
入
量

事
業
費

財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（見込） ２９年度（目標） ３０年度（目標） ３１年度（目標）
国庫支出金 千円
県支出金 千円
地方債 千円
その他 千円

事業費計 千円 35 77 77 0 0
一般財源 千円 35 77 77

節 事業費 節 事業費 節 事業費

19 35 19 65 19 65
12 1212 0 12 12

事業費 節 事業費

事業費
の内訳

千円

節

0ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 35 77 77 0

平成

昭和



　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）

　この欄は、「平成２７年度事務事業に対する評価」を踏まえた平成２９年度に実施する取組につい
て、平成２９年度に実施する事務事業評価において記入

２　視点別評価【Ｃｈeck】

目
的
妥
当
性
の
評
価 ③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

A 妥当である
理由・
改善案

　親子のコミュニケーションを図るためには妥当である。

①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

結びついている
理由・
改善案

　親子のコミュニケーションを図ることにより、児童の育成に結びついている。

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）

A1 町が実施しなければな
らない

理由・
改善案

　児童の健全な育成を図る当町の取り組みに沿うものとなっている。

　事業の全額が負担金の為削減できない。

公
平
性
の
評
価

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

A2 現行の受益者負担は
適正である

理由・
改善案

　受益者の負担はないため。

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

A1 類似する事務事業はな
い

理由・
改善案

類似する事務事業名

有
効
性
の
評
価

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

B 成果向上の余地がある
程度ある

理由・
改善案

　利用券使用者が３割程度となっているため、周知の仕方等を工夫する必要がある。

効
率
性
の
評
価

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

A 削減の余地はない
理由・
改善案

終
了
等
の
条
件

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）
　利用券使用者が大幅に減少する場合には縮小または終了を検討する。

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

④ 内容・進め方を見直す（見直し
た方がよい）

４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】

 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(2)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

　事業の進め方を見直す必要がある。

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）

　利用券の配付時期、周知の方法を検討する。

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

　利用券を使用した人の統計データを作る。

Ｂ 改善・見直しを進める



年 月

5 99 999 0 0 0 0

5

99
999

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円

節 事業費事業費 節 事業費
計 千円 3,705 3,126 3,126

一般財源 千円 1,853 1,563 1,563

節 事業費 節 事業費 節

地方債 千円
その他 千円

県支出金 千円 1,852 1,563 1,563

出生数 人 50 43 50

　(2)　事業費の推移・内訳

投
入
量

事
業
費

財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（見込） ２９年度（目標） ３０年度（目標） ３１年度（目標）
国庫支出金 千円

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）
　少子化の軽減 上位成果指標 単位

２７年度
（実績）

２８年度
（目標）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

目
的

３１年度
（目標）

出生率 ％ 4.0 3.5 3.7

第３子以降の出生数 人 15 13 15

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）
　多子世帯における経済的負担の軽減を図
り、少子化の改善を図る。

成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（目標）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

３１年度
（目標）

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）
　保育所等に入所する３歳未満の第３子以
降の児童とその保護者

対象指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（見込）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

保育料減免額 千円 3,705 3,126 3,126

３１年度
（見込）

対象人数 人 24 20 20

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

手
段

事業
計画

単年度繰返し
事業
期間

27 ～

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２７年度実績（平成２７年度に実施した事業内容）
　保育所等に入所する３歳未満の第３子以
降の児童の保育料を減免する。
　本事業は県単事業で、県と町で1/2づつ費
用負担するものである。

　保育所等に入所する３歳未満の第３子以降の児童の保育料を減免する。

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（見込）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

予算
区分

会計 款 項 目 大事業名

一般
№

基本事業 その他 単独事業・補助事業 補助事業

任意的・義務的 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 補助・支援事業

平成
根拠法令、
例規・要綱

埼玉県多子世帯保育料軽減事業実施要綱、小鹿
野町多子世帯保育料軽減事業実施要綱

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

総合振興計画
上の政策体系

政　策 人口を増加させ、住民が生き生きと暮らす活気あるまちづくり 実施計画事業・一般事業 一般事業

基本施策 その他 総合戦略事業該当 該当

担当係名 児童福祉担当

事
業
区
分

新規事業・継続事業 新規事業
事務事業名 多子世帯保育料軽減事業（３歳未満３子以降）

担当
課所

課所名 住民課

28 年度 25 政策体系 予算区分 一般

3 1 日作成

評価対象 平成 27 年度 評価実施 平成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29

平成

昭和

平成

昭和



４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】

 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(2)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

　今後、補助金がなくなった場合、町単独で事業を継続するかが問題となるが、子育て支援事業であるため、継続することで利用者
の負担を軽減し少子化対策を図りたい。

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

Ａ 現状維持（従来通り実施）

A 削減の余地はない
理由・
改善案

終
了
等
の
条
件

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）
　県の補助制度でなくなった場合、あるいは国の基準が改正されて本事業も対象となる場合などにおいて、町として全額負担す
るか、別の制度とするかの検討が必要である。

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

理由・
改善案

　利用者負担については、世帯の所得の状況その他の事情を勘案して国が定める水準を
限度として、実施主体である市町村が定めることとされている。

　対象者の保育料の軽減であるため、収入減となる。削減の余地はない。

公
平
性
の
評
価

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

A2 現行の受益者負担は
適正である

理由・
改善案

　利用児童の保護者から町民税額及び年齢等に基づいた規定の保育料の半額としている
ので、適正である。

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

A2 類似する事務事業はあ
るが、統合・連携できない

理由・
改善案

類似する事務事業名
小鹿野町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担額等に関する
条例に定められた国の多子軽減

　国の法令による多子軽減規定が、第１子、２子の年齢制限が緩和されたことにより対象
が拡大するが、所得制限があるなど統合はできない。

有
効
性
の
評
価

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

A 成果向上の余地はない
理由・
改善案

　この軽減事業については、県及び町の要綱に基づいた内容となっている。

効
率
性
の
評
価

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

　この欄は、「平成２７年度事務事業に対する評価」を踏まえた平成２９年度に実施する取組につい
て、平成２９年度に実施する事務事業評価において記入

２　視点別評価【Ｃｈeck】

目
的
妥
当
性
の
評
価 ③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

A 妥当である
理由・
改善案

　この軽減事業については、県及び町の要綱に基づいた内容となっているため妥当であ
る。

①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

結びついている
理由・
改善案

　多子世帯における経済的負担の軽減を図り、少子化の改善を図ることを目的としてい
る。

A1 町が実施しなければな
らない

　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）



年 月

3 16 86 3 2 4 21

3

16

86

0ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 70,927 63,500 63,429 0

事業費
の内訳

千円

節 事業費
13 63,42913 70,927 13 63,500

事業費 節 事業費
事業費計 千円 70,926 63,500 63,429 0 0
一般財源 千円 36,398 3,736 22,230

節 事業費 節 事業費 節

地方債 千円
その他 千円 25,038 7,398

23,527 23,151 22,567
県支出金 千円 11,001 11,575 11,234

待機児童数 人 0 0 0

　(2)　事業費の推移・内訳

投
入
量

事
業
費

財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（見込） ２９年度（目標） ３０年度（目標） ３１年度（目標）
国庫支出金 千円

9 10

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）
　必要な保育サービスが受けられる。 上位成果指標 単位

２７年度
（実績）

２８年度
（目標）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

目
的

３１年度
（目標）

出生数 人 52 43 50

延長保育利用者数(月平均利用者数) 人 7 8 8

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）
　保護者の子育てと就労の両立支援。核家
族化の増加による子育てへの不安などに対
する親支援

成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（目標）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

0歳児・1歳児の入所児童数 人 16

人 63 55 60

３１年度
（目標）

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）
　私立保育園の設置者及びその利用者 対象指標 単位

２７年度
（実績）

２８年度
（見込）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

特定保育施設・特定地域型
保育事業利用者数

私立保育園委託料 千円 70,926 63,500 63,429

３１年度
（見込）

特定保育施設・特定地域型
保育事業施設数 施設 1 1 1

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

手
段

事業
計画

単年度繰返し
事業
期間

～

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２７年度実績（平成２７年度に実施した事業内容）
　町内の私立保育園へ、保護者の希望や公
立施設との調整を図りながら、児童の委託
事業を実施している。
　町内の私立保育園「ひまわり保育園」で
は、生後４５日から、朝は7:00から、また土曜
日は1日（公立は小鹿野保育所で生後８か月
から、両神保育所では満１歳から、朝は7:30
から、土曜日は半日）の保育を実施してお
り、公立で実施できていない部分も実施して
いる。

　町内私立保育園（１か所）へ、子ども・子育て支援法に基づき、児童の認定区分や
年齢等に応じた委託事業を実施した。

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（見込）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

予算
区分

会計 款 項 目 大事業名

一般 3 2 4
№

民間保育所児童委託費
21

基本事業 保育内容等の充実 単独事業・補助事業 補助事業

任意的・義務的 義務的事業

実施方法 直営

事業分類 その他町民に対する事業

平成
根拠法令、
例規・要綱

児童福祉法、子ども・子育て支援法

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

総合振興計画
上の政策体系

政　策 ふるさとの明日を担う心豊かな人づくり 実施計画事業・一般事業 実施計画事業

基本施策 幼児教育 総合戦略事業該当 該当

担当係名 児童福祉担当

事
業
区
分

新規事業・継続事業 継続事業
事務事業名 民間保育所児童委託事業

担当
課所

課所名 住民課

28 年度 26 政策体系 予算区分 一般

3 1 日作成

評価対象 平成 27 年度 評価実施 平成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29

平成

昭和

平成

昭和



４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】

 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(2)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

　仕事をしながら子育てとの両立が図られるよう、引き続き本事業により支援していくことが必要である。

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

Ａ 現状維持（従来通り実施）

A 削減の余地はない
理由・
改善案

終
了
等
の
条
件

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）
　児童福祉法及び子ども・子育て支援法に定められた事業であり、私立保育園等が存在する限り終了にはならない。

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

理由・
改善案

　子ども・子育て支援法に定められた、町の義務である。

　国が定めた公定価格により委託費、給付費を支出するため、削減の余地はない。

公
平
性
の
評
価

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

A2 現行の受益者負担は
適正である

理由・
改善案

　利用児童の保護者から町民税額及び年齢に基づいて保育料を徴収していることから、
適正である。

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

A1 類似する事務事業はな
い

理由・
改善案

類似する事務事業名

有
効
性
の
評
価

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

A 成果向上の余地はない
理由・
改善案

　私立保育園へは委託費として支払うことや、支出する児童１人当たりの公定価格は国で
定められている。

効
率
性
の
評
価

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

　この欄は、「平成２７年度事務事業に対する評価」を踏まえた平成２９年度に実施する取組につい
て、平成２９年度に実施する事務事業評価において記入

２　視点別評価【Ｃｈeck】

目
的
妥
当
性
の
評
価 ③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

A 妥当である
理由・
改善案

　私立保育園や認定こども園、地域型保育事業を利用する児童に対して適切な保育サー
ビスを提供することこが目的であり、妥当である。

①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

結びついている
理由・
改善案

　子育てをする保護者の負担や不安を軽減し、仕事と子育ての両立支援を目的としている
ため、政策体系に結びついている。

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）

A1 町が実施しなければな
らない

　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）



年 月

3 16 86 3 2 4 23

3

16

86

0ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 20,021 24,300 27,237 0

事業費
の内訳

千円

節 事業費
13 27,23713 22,391 13 24,300

事業費 節 事業費
事業費計 千円 20,021 24,300 27,237 0 0
一般財源 千円 12,537 12,967 13,698

節 事業費 節 事業費 節

地方債 千円
その他 千円 1,202 918

5,100 6,754 8,414
県支出金 千円 2,384 3,377 4,207

待機児童数 人 0 0 0

　(2)　事業費の推移・内訳

投
入
量

事
業
費

財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（見込） ２９年度（目標） ３０年度（目標） ３１年度（目標）
国庫支出金 千円

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）
　必要な保育サービスが受けられる。 上位成果指標 単位

２７年度
（実績）

２８年度
（目標）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

目
的

３１年度
（目標）

出生数 人 52 43 50

町外委託児童数/町外委託
希望児童数 ％ 100 100 100

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）
　保護者の就労場所等の都合に応じた、利
用しやすい保育環境を提供できる。

成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（目標）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

委託児童数

人 202 246 300

３１年度
（目標）

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）
　小鹿野町に住所があり保育に欠け町外保
育所等へ入所を希望している児童と、町外
の保育所等設置者

対象指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（見込）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

人 19 24 25

年間延べ委託児童数

管外私立保育園等委託料 千円 12,354 18,800 19,124

管外公立保育所委託料 千円 4,058 5,500 8,113

３１年度
（見込）

委託先保育所等施設数 施設 12 13 9

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

手
段

事業
計画

単年度繰返し
事業
期間

～

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２７年度実績（平成２７年度に実施した事業内容）
　町外保育所等に申込があった場合、その
保育所等の所在市町村と協議し、入所可能
な場合は、国が定める公定価格に基づき、
当該市町村へ児童の委託事業を実施してい
る。

　町外保育所等に申込があった場合、その保育所等の所在市町村と協議し入所可
能な場合は、子ども・子育て支援法に基づき、児童の認定区分や年齢等に応じた
委託事業を実施した。

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（見込）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

予算
区分

会計 款 項 目 大事業名

一般 3 2 4
№

管外保育所児童委託費
23

基本事業 保育内容等の充実 単独事業・補助事業 補助事業

任意的・義務的 義務的事業

実施方法 委託

事業分類 その他町民に対する事業

平成
根拠法令、
例規・要綱

児童福祉法、子ども・子育て支援法

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

総合振興計画
上の政策体系

政　策 ふるさとの明日を担う心豊かな人づくり 実施計画事業・一般事業 実施計画事業

基本施策 幼児教育 総合戦略事業該当 該当

担当係名 児童福祉担当

事
業
区
分

新規事業・継続事業 継続事業
事務事業名 管外保育所児童委託事業

担当
課所

課所名 住民課

28 年度 27 政策体系 予算区分 一般

3 1 日作成

評価対象 平成 27 年度 評価実施 平成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29

平成

昭和

平成

昭和

地域型保育委

託事業分4,476

千円を除く



４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】

 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(2)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

　引き続き、保護者のニーズに応じるため町外の保育所等へ委託し、仕事と子育ての両立が図れるよう支援していくことが必要であ
る。

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

Ａ 現状維持（従来通り実施）

A 削減の余地はない
理由・
改善案

終
了
等
の
条
件

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）
　児童福祉法及び子ども・子育て支援法に定められた事業であり、休止・廃止することはできない。保護者の就労形態の多様化
への対応。また、今後子ども・子育て支援新制度の充実により、保育が保護者と施設との直接契約になれば、保護者が希望する
保育施設の範囲は今よりもっと広がることが予想される。

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

理由・
改善案

　子ども・子育て支援法に定められた、町の義務である。

　国が定めた公定価格により委託費、給付費を支出するため、削減の余地はない。

公
平
性
の
評
価

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

A2 現行の受益者負担は
適正である

理由・
改善案

　利用児童の保護者から町民税額及び年齢に基づいて保育料を徴収していることから、
適正である。

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

A1 類似する事務事業はな
い

理由・
改善案

類似する事務事業名

有
効
性
の
評
価

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

A 成果向上の余地はない
理由・
改善案

　保護者等の申込に基づき当該市町村と協議し、当該市町村の保育の実施状況により利
用の可否を決めるため、成果向上の余地はない。

効
率
性
の
評
価

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

　この欄は、「平成２７年度事務事業に対する評価」を踏まえた平成２９年度に実施する取組につい
て、平成２９年度に実施する事務事業評価において記入

２　視点別評価【Ｃｈeck】

目
的
妥
当
性
の
評
価 ③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

A 妥当である
理由・
改善案

　保護者が町外保育利用を希望しており、保育が必要な児童の保育サービスの提供が目
的であるため、妥当である。

①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

結びついている
理由・
改善案

　子育てをする保護者の負担や不安を軽減し、仕事と子育ての両立支援を目的としている
ため、政策体系に結びついている。

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）

A1 町が実施しなければな
らない

　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）



年 月

3 16 86 3 2 4 27

3

16

86

延長保育利用者 人 7 8 15

0ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 5,219 4,046 7,320 0

事業費
の内訳

千円

節 事業費
19 7,32019 5,219 19 4,046

事業費 節 事業費
事業費計 千円 5,219 4,046 7,320 0 0
一般財源 千円 2,638 2,106 4,180

節 事業費 節 事業費 節

地方債 千円
その他 千円

100 100 100
県支出金 千円 2,481 1,840 3,040

待機児童数 人 0 0 0

　(2)　事業費の推移・内訳

投
入
量

事
業
費

財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（見込） ２９年度（目標） ３０年度（目標） ３１年度（目標）
国庫支出金 千円

12 15

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）
　必要な保育サービスが受けられる。 上位成果指標 単位

２７年度
（実績）

２８年度
（目標）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

目
的

３１年度
（目標）

出生数 人 52 43 50

私立保育園等入所者数 人 67 63 60

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）
　私立保育園等における特別な保育に対応
するための費用について補助金を交付し、
運営をスムーズなものにする。また、特別な
支援を必要とする児童についても受け入れ
やすい体制を強化する。

成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（目標）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

０・１歳児の入所者数 人 18

３１年度
（目標）

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）
　私立保育園等設置者及び私立保育園等
利用者

対象指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（見込）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

私立保育園等への補助額 千円 5,219 4,046 7,320

３１年度
（見込）

私立保育園等設置数(秩父管内) 施設 16 16 16

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

手
段

事業
計画

単年度繰返し
事業
期間

～

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２７年度実績（平成２７年度に実施した事業内容）
・延長保育事業：町内の私立保育園における7:00
～7:30の30分間、通常開所時間外の保育実施に
対する国、県、町の補助金と、私立保育園で負担
している延長時間分の人件費等について、町単
独で補助金を交付している。
・安心・元気、保育サービス支援事業：特別児童
手当対象児童や低年齢児の保育所入所につい
て、また、アレルギー食特別給食提供に対し、該
当する私立保育園等に対し補助金を交付してい
る。

・延長保育利用者8人、国・県・町1/3づつ300,000円。町単独157,000円。計457,000
円を交付
・安心・元気、保育サービス支援事業費補助金申請において、低年齢児受入れ、障
害児保育事業、アレルギー等対応特別給食提供事業が対象となる。

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（見込）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

予算
区分

会計 款 項 目 大事業名

一般 3 2 4
№

特別保育事業費補助金
27

基本事業 保育内容等の充実 単独事業・補助事業 補助事業

任意的・義務的 義務的事業

実施方法 直営

事業分類 補助・支援事業

平成
根拠法令、
例規・要綱

児童福祉法、子ども・子育て支援法、小鹿野町民間
保育所補助金交付要綱

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

総合振興計画
上の政策体系

政　策 ふるさとの明日を担う心豊かな人づくり 実施計画事業・一般事業 実施計画事業

基本施策 幼児教育 総合戦略事業該当 該当

担当係名 児童福祉担当

事
業
区
分

新規事業・継続事業 継続事業
事務事業名 特別保育事業費補助事業

担当
課所

課所名 住民課

28 年度 28 政策体系 予算区分 一般

3 1 日作成

評価対象 平成 27 年度 評価実施 平成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29

平成

昭和

平成

昭和



４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】

 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(2)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

理由・
改善案

　国・県の制度に基づき町が負担しているため、妥当である。また、保育所入所児童の処
遇に係ることであり、町が入所委託をしているため妥当である。

　保護者の多様化する就労形態に対応するための延長保育事業や、障がい児への支援、低年齢児の受入れ、アレルギー児対応給
食の実施など、今後需要は増加する傾向にあると思われるため、必要な事業であり継続が必要である。

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

Ａ 現状維持（従来通り実施）

A 削減の余地はない
理由・
改善案

終
了
等
の
条
件

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）
　保護者の就労形態の多様化への対応や障がい児への支援、アレルギー給食の対応など今後増加することは考えられても、終
了・休止・縮小は見込めない。

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

　国・県の制度に則り交付している補助金のみであり、実施する保育園があれば廃止・休
止はできない。削減の余地はない。

公
平
性
の
評
価

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

A1 受益者負担は求める必
要がない

理由・
改善案

　小鹿野町民間保育所補助金交付要綱に基づき行われているもので、受益者負担の余
地はない。

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

A1 類似する事務事業はな
い

理由・
改善案

類似する事務事業名

有
効
性
の
評
価

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

A 成果向上の余地はない
理由・
改善案

　国・県の制度に基づき実施しているため、受け入れの実情に合わせた支援をしていく。

効
率
性
の
評
価

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

　この欄は、「平成２７年度事務事業に対する評価」を踏まえた平成２９年度に実施する取組につい
て、平成２９年度に実施する事務事業評価において記入

２　視点別評価【Ｃｈeck】

目
的
妥
当
性
の
評
価 ③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

A 妥当である
理由・
改善案

　私立保育園等が健全に運営され、利用者の保育ニーズに対応することを目的としている
ため妥当である。

①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

結びついている
理由・
改善案

　子育てをする保護者の負担や不安感を軽減し、よりよい保育サービスの提供を目的とし
ているため、政策体系に結びついている。

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）

A1 町が実施しなければな
らない

　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）



年 月

3 22 103 3 2 4 31

3

22
103

57,999 0 0

投
入
量

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円

19 674 19 704 18 216

44,768 50,015

19 704

46,381
14 88 14 238 14 206
13 31,373 13 40,184 13

310 12
11 923 11 926 11 1,256

50

28712 154 12

9 17 9

事業費 節 事業費節

20 9
7 7,204 7 7,149 7 8,431

4 4684 353 4 485

事業費計 千円 44,768 50,015 57,999 0 0
一般財源 千円 19,519 8,860 24,121

節 事業費 節 事業費 節 事業費

国庫支出金 千円

100 100

11,331 12,925 13,608
県支出金 千円 11,669 15,543 16,226
地方債 千円 0 0

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）
・児童が放課後安心して過ごすことができ
る。
・安心して預けられ、仕事との両立ができて
いる。

上位成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（目標）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

目
的

３１年度
（目標）

利用率 ％ 24 28 33

利用者数(㋄㏠現在) 人

公立利用希望者数/公立利
用者数 ％ 100

　(2)　事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（見込）

３１年度
（目標）

148 173 195

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）
・児童が安心して過ごせる。
・適切な遊び及び生活の場を与えて、健全な育成
を図る。
・保護者が安心して子育てと仕事を両立できる。

成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（目標）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）
　放課後、就労等で保護者が家に不在の小
学生（その保護者）

対象指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（見込）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

実施施設数 施設 3 5 5

利用者数(㋄㏠現在) 人 148 173 195

３１年度
（見込）

小学生数（㋄㏠現在） 人 627 611 595

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

手
段

事業
計画

単年度繰返し
事業
期間

～

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２７年度実績（平成２７年度に実施した事業内容）
　小学校に就学している子どもで、保護者が
就労等により昼間家庭にいない子どもを対
象として、放課後の時間帯において子どもに
適切な遊び及び生活の場を提供し、子ども
の「遊び」及び「生活」を支援することを通し
て子どもの健全育成を図る。

　公立：両神学童保育室１施設を直営で実施、民間：学童クラブ２施設については、
運営委託により実施した。
　両神学童保育室をふるさと総合会館から旧両神幼稚園へ移設した。
　H28年4月から開設するため、三田川、長若学童クラブの施設整備を実施した。

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（見込）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

予算
区分

会計 款 項 目 大事業名

一般 3 2 4
№

放課後児童対策事業費
31

基本事業 児童福祉 単独事業・補助事業 補助事業

任意的・義務的 任意的事業

実施方法 一部委託

事業分類 その他町民に対する事業

平成
根拠法令、
例規・要綱

児童福祉法、子ども・子育て支援法、小鹿野町放課後児童健全
育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

総合振興計画
上の政策体系

政　策 ふるさとの明日を担う心豊かな人づくり 実施計画事業・一般事業 実施計画事業

基本施策 児童・青少年の育成 総合戦略事業該当 非該当

担当係名 児童福祉担当

事
業
区
分

新規事業・継続事業 継続事業
事務事業名 放課後児童対策事業

担当
課所

課所名 住民課

28 年度 29 政策体系 予算区分 一般

3 1 日作成

評価対象 平成 27 年度 評価実施 平成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29

事
業
費

事業費
の内訳

千円

２９年度（目標） ３０年度（目標） ３１年度（目標）

その他 千円 2,249 12,687 4,044

平成

昭和

平成

昭和



　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）
　利用数の割合は近年増加傾向にあり今後も続くと思われ、小学校の空き教室を活用することで施設の確保が容易となり、利用数
の増加に対応した受入れも可能になる。

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

有
効
性
の
評
価

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

B 成果向上の余地がある
程度ある

理由・
改善案

　両神学童保育室や、新たな学校区への施設整備を実施しており支援環境の向上が図ら
れてきたが、長若学童クラブでは施設を借用しての実施なので、長若小学校の空き教室
等が利用できれば受入れ児童数の増加を図ることができる。

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

A3 類似する事務事業があ
り、統合・連携している

理由・
改善案

類似する事務事業名 放課後こども教室

　放課後子ども教室推進事業と本事業では、事業目的や対象者等が異なるため、現時点
での統合は難しい。しかし、各事業の特徴を活かして連携していくことは可能である。

２　視点別評価【Ｃｈeck】

目
的
妥
当
性
の
評
価

①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

結びついている
理由・
改善案

　就学前児童の保育需要は高まっており、就学してからも一程度保育需要は継続すると思
われる。そのため、小１の壁をなくすような支援が必要であり、現在、各学校区へ学童クラ
ブを整備しており、子育て支援体制の拡充が図られている。

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）

A1 町が実施しなければな
らない

理由・
改善案

　学童クラブの運営は児童福祉法に「市町村は地域の実情に応じた放課後児童健全育成
事業を行うとともに、市町村以外の運営主体と連携を図り、利用促進に努めなければなら
ない」と定められる事業である。

③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

A 妥当である
理由・
改善案

　国の基準では小学校低学年を対象としていたが、H27から新制度になり６年生まで対象
が拡大された。当町では以前より６年生までを対象としており、このまま継続で良いと思わ
れる。

４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】

　小学校の空き教室があれば、その活用についての検討、関係機関との調整を図っていく。
　支援員の労働時間が主に放課後となり、フルタイムでの就労がかなわないため支援員の確保が課題
となっている。

Ａ 現状維持（従来通り実施）

 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(2)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

　今後も利用児童数の割合は増加する見込みであり、保護者が安心して児童を預けて仕事との両立ができるよう、事業の充実を
図っていく必要がある。

効
率
性
の
評
価

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

A 削減の余地はない
理由・
改善案

　事業費のほとんどが、民間クラブへの委託料と公立学童の人件費となっている。支援員の配置基
準や入室児童数の増加により、必要な支援員数も増加しており、児童の安全を確保するためにも削
減の余地はない。また、民間の委託費も入室者の増加により支援単位が増え、それに伴い委託料も
増加している。

公
平
性
の
評
価

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

A2 現行の受益者負担は
適正である

理由・
改善案

　郡内の各自治体との比較では、皆野町がH28から無料化実施。また、秩父市も安い保育
料となっている。その他の自治体との比較では特に高い保育料ではなく、適正であると思
われる。

終
了
等
の
条
件

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）
　家庭に児童の帰りを待つ親族等が常時いるようになるなど環境の変化、あるいは、児童を放課後、学校から直接保護者へ引き
渡すことができるようになるなど違う支援の形が出来れば、終了、縮小となる。

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

④ 内容・進め方を見直す（見直し
た方がよい）

前年度の評価結果

　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）

　この欄は、「平成２７年度事務事業に対する評価」を踏まえた平成２９年度に実施する取組につい
て、平成２９年度に実施する事務事業評価において記入



年 月

3 22 103 3 2 4 33

3

22
103

0ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 3,998 3,300 4,476 0

事業費
の内訳

千円

節 事業費
13 4,47613 3,998 13 3,300

事業費 節 事業費
事業費計 千円 3,998 3,300 4,476 0 0
一般財源 千円 2,889 825 1,119

節 事業費 節 事業費 節

地方債 千円
その他 千円

756 1,650 2,238
県支出金 千円 353 825 1,119

　(2)　事業費の推移・内訳

投
入
量

事
業
費

財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（見込） ２９年度（目標） ３０年度（目標） ３１年度（目標）
国庫支出金 千円

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）
　待機児童を発生させない 上位成果指標 単位

２７年度
（実績）

２８年度
（目標）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

目
的

３１年度
（目標）

待機児童数 人 0 0 0

入所児童数/入所希望児童
数 ％ 100 100 100

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）
　待機児童をなくし、多様化する保育ニーズ
に対応することで、保護者が子育てと仕事と
の両立を図るこどができる。

成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（目標）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

３１年度
（目標）

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）
　保育認定を受けた児童、保護者 対象指標 単位

２７年度
（実績）

２８年度
（見込）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

委託料 千円 3,998 3,300 4,476

３１年度
（見込）

入所児童数 人 1 2 3

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

手
段

事業
計画

単年度繰返し
事業
期間

27 ～

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２７年度実績（平成２７年度に実施した事業内容）
　Ｈ２７年４月からの子ども・子育て新制度に
より、地域型保育事業の基準が定められ
た。町内には、待機児童は現在いないため、
地域型保育事業所はなく、今後も予定はな
いと思われる。そのため、管外の地域型保
育事業所へ委託を希望する保護者の申請
により、他市町と協議し、委託を実施する。

　秩父市の事業所内保育所「アプリコットプレスクール」に０歳児１名入所委託を実
施した。

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（見込）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

予算
区分

会計 款 項 目 大事業名

一般 3 2 4
№

地域型保育事業
33

基本事業 児童福祉 単独事業・補助事業 補助事業

任意的・義務的 任意的事業

実施方法 委託

事業分類 その他町民に対する事業

平成
根拠法令、
例規・要綱

児童福祉法、子ども・子育て支援法、小鹿野町家庭的保育事業等の設備
及び運営に関する基準を定める条例、小鹿野町特定教育・保育施設及び
特定地域型保育事業の利用者負担額等に関する条例

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

総合振興計画
上の政策体系

政　策 ふるさとの明日を担う心豊かな人づくり 実施計画事業・一般事業 一般事業

基本施策 児童・青少年の育成 総合戦略事業該当 該当

担当係名 児童福祉担当

事
業
区
分

新規事業・継続事業 継続事業
事務事業名 地域型保育委託事業

担当
課所

課所名 住民課

28 年度 30 政策体系 予算区分 一般

3 1 日作成

評価対象 平成 27 年度 評価実施 平成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29

平成

昭和

管外保育所委託

分31,713千円の

うち



４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】

 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(2)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

　待機児童解消のための事業であり、町内の保育施設との調整が必要となるため、今後も町内に事業所は開設されないと思われ
る。きめ細かな保育ニーズに対応するためには継続して委託事業を実施していく必要がある。

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

Ａ 現状維持（従来通り実施）

A 削減の余地はない
理由・
改善案

終
了
等
の
条
件

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）
　保育所、認定こども園などの保育施設が充実することで、保育を必要とする児童の受入れがすべて可能となり、待機児童が０と
なれば地域型保育事業は不要となる。

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

理由・
改善案

　町には待機児童がいないため、管外の地域型保育事業所に委託している

　国が定めた公定価格により委託費、給付費を支出するため、削減の余地はない。実施す
る事業所があれば廃止・休止はできない。

公
平
性
の
評
価

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

A2 現行の受益者負担は
適正である

理由・
改善案

　利用児童の保護者から町民税額及び年齢に基づいて保育料を徴収していることから、
適正である。

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

A1 類似する事務事業はな
い

理由・
改善案

類似する事務事業名

有
効
性
の
評
価

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

A 成果向上の余地はない
理由・
改善案

　国・県の制度に基づき実施しているため、受け入れの実情に合わせた支援をしていくこと
で良い。

効
率
性
の
評
価

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

　この欄は、「平成２７年度事務事業に対する評価」を踏まえた平成２９年度に実施する取組につい
て、平成２９年度に実施する事務事業評価において記入

２　視点別評価【Ｃｈeck】

目
的
妥
当
性
の
評
価 ③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

A 妥当である
理由・
改善案

　待機児童はいないが、子育てをする保護者の負担感や不安を軽減して、きめ細かな保
育ニーズに応えているため妥当である

①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

結びついている
理由・
改善案

　子育てをする保護者の負担感や不安を軽減して、きめ細かな保育ニーズに応えている

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）

A3 委ねている

　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）



年 月

3 22 103 3 2 4 35

3

22
103

0ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 0 99 72 0

事業費
の内訳

千円

節 事業費
13 7213 0 13 26

事業費 節 事業費
事業費計 千円 0 99 72 0 0
一般財源 千円 0 99 72

節 事業費 節 事業費 節

地方債 千円 0 0 0
その他 千円 0 0 0

0 0 0
県支出金 千円 0 0 0

　(2)　事業費の推移・内訳

投
入
量

事
業
費

財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（見込） ２９年度（目標） ３０年度（目標） ３１年度（目標）
国庫支出金 千円

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）
　保護者の育児疲れ等から影響を受ける児
童虐待予防

上位成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（目標）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

目
的

３１年度
（目標）

児童虐待相談受理件数 件 1 2 0

利用希望件数/受入件数 ％ ― 100 100

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）
　対象児童の保護者の育児疲れ等からのリ
フレッシュを図ることや、疾病や冠婚葬祭等
による緊急時の保育需要に対応するため。

成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（目標）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

３１年度
（目標）

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）
　町内に住所を有する就学前児童の保護者
が、リフレッシュを図るため、また、疾病、災
害等社会的にやむを得ない事由で不在にな
るなど、一時的に保育に欠ける児童

対象指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（見込）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

委託料 千円 0 26 99

３１年度
（見込）

利用件数（延べ） 件 0 55 55

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

手
段

事業
計画

単年度繰返し
事業
期間

～

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２７年度実績（平成２７年度に実施した事業内容）
・保護者の育児疲れ等からのリフレッシュと疾病や冠婚
葬祭等による緊急時の保育需要に対応し、児童の福祉
の増進を図るため実施する。町内の保育所（園）３か所
で受入れを実施。利用時間は原則通常保育内。
・リフレッシュは月間延べ２日、緊急保育は連続利用７
日を限度。
・保護者から申請が提出されると、希望の保育所（園）と
調整。受入れが可能であれば事前に面接を経て実施と
なる。
・利用料は、保護者負担一日1,800円。民間保育園を利
用した場合は、委託契約により一日3,600円を委託料と
して町が支払う。

・利用希望者がいなかったため、実績なし。

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（見込）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

予算
区分

会計 款 項 目 大事業名

一般 3 2 4
№

子育て支援推進事業費
35

基本事業 児童福祉 単独事業・補助事業 単独事業

任意的・義務的 任意的事業

実施方法 一部委託

事業分類 補助・支援事業

平成
根拠法令、
例規・要綱

小鹿野町リフレッシュ・緊急保育事業実施要綱

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

総合振興計画
上の政策体系

政　策 ふるさとの明日を担う心豊かな人づくり 実施計画事業・一般事業 実施計画事業

基本施策 児童・青少年の育成 総合戦略事業該当 該当

担当係名 児童福祉担当

事
業
区
分

新規事業・継続事業 継続事業
事務事業名 子育て支援推進事業

担当
課所

課所名 住民課

28 年度 31 政策体系 予算区分 一般

3 1 日作成

評価対象 平成 27 年度 評価実施 平成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29

平成

昭和

平成

昭和



４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】

 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(2)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

　核家族化が急増しているとはいえ、地域的に地縁者による一時保育が可能なため、平成２７年度は利用対象者がいなかったと思
われる。しかしながら、ひとり親の方や、妊娠中や出産後の方の子育て支援としてサービスの継続が必要である。

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

Ａ 現状維持（従来通り実施）

A 削減の余地はない
理由・
改善案

終
了
等
の
条
件

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）
　就学前児童のうち、幼稚園に在園する以外の全員が、保育所などに入所すれば終了となるが、終了の可能性はない。

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

理由・
改善案

　本町にある3か所の保育所と調整により実施している。保護者の希望や保育所の都合も
ある為、一部民間委託で実施している。

　実績がないため、H28はH27の2/3に減額している。

公
平
性
の
評
価

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

A2 現行の受益者負担は
適正である

理由・
改善案

　受益者は保護者。他の入所の方からは利用者負担を所得に応じ徴収しているため、無
料にはできない。一日単価とすれば適正ではないかと考える。（1か月単位とした場合、
1800円×20日＝36,000円、最低でも8時間保育すれば、時単225円。ファミサポは１ｈ600
円）

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

A2 類似する事務事業はあ
るが、統合・連携できない

理由・
改善案

類似する事務事業名 幼稚園預かり保育

　対象者、実施場所が異なる。対象者にも負担がかからないよう、幼稚園在園児は幼稚園
で預かっている。

有
効
性
の
評
価

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

A 成果向上の余地はない
理由・
改善案

　利用を希望する保護者が申請するかどうか。実績がないため、成果が表れているとは言
えないが、子育て支援の目線では、サービスとしてこのまま事業は継続する。

効
率
性
の
評
価

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

　この欄は、「平成２７年度事務事業に対する評価」を踏まえた平成２９年度に実施する取組につい
て、平成２９年度に実施する事務事業評価において記入

２　視点別評価【Ｃｈeck】

目
的
妥
当
性
の
評
価 ③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

A 妥当である
理由・
改善案

　H27は実績がないが、保育所等に在籍していないお子さんの保護者のリフレッシュ等を
目的としており、リフレッシュ等を図ることで社会参加が可能になることや、児童虐待の防
止などにつながっているため妥当である。

①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

結びついている
理由・
改善案

　子どもたちの健やかな成長に親のゆとりも大切であり、親支援を含めた児童福祉として
資する。

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）

A2 一部、委ねている

　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）



年 月

5 99 999 2 3 1 13

5

99
999

0ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 6,160 4,108 1,334 0

事業費
の内訳

千円

節

19 3,610

9 5 12 28 13

3,696
11 89 13 24 19 987

24

13 12 19

事業費

7 2,123 11 274 11 306
9 174 324 9 86

事業費 節 事業費
事業費計 千円 6,160 4,108 1,334 0 0
一般財源 千円 6,160 2,714 1,334

節 事業費 節 事業費 節

地方債 千円
その他 千円

1,394
県支出金 千円

　(2)　事業費の推移・内訳

投
入
量

事
業
費

財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（見込） ２９年度（目標） ３０年度（目標） ３１年度（目標）
国庫支出金 千円

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）

上位成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（目標）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

目
的

３１年度
（目標）

証明書交付件数/証明書請求件数 ％ 100 100 100

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）
　迅速かつ正確に届出受理や証明書交付等
が行われる。

成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（目標）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

人 17,806 17,800 17,800

３１年度
（目標）

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）
　小鹿野町民、小鹿野町に本籍がある人 対象指標 単位

２７年度
（実績）

２８年度
（見込）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

本籍人口数

証明件数 件 15,859 14,600 14,600

住民異動処理件数 件 854 850 850

３１年度
（見込）

小鹿野町の人口４月１日現在 人 12,371 12,200 12,050

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

手
段

事業
計画

単年度繰返し
事業
期間

～

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２７年度実績（平成２７年度に実施した事業内容）
　住民基本台帳法・戸籍法に基づく転入・転
出等の住民異動届出、戸籍の届出、国民健
康保険・国民年金の資格の得喪等の届出の
受理等窓口事務及びこれに伴う住民基本台
帳処理事務を行う。
　戸籍・住民基本台帳法・印鑑登録等に係る
証明書の交付事務を行う。
　これらのとおり、住民基本台帳や戸籍法等
に基づき、届出処理や証明書交付を行う事
業である。

　事業概要に記載のとおり、届出処理や証明書交付を行った。

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（見込）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

予算
区分

会計 款 項 目 大事業名

一般 2 3 1
№

戸籍住民基本台帳等事務
13

基本事業 その他 単独事業・補助事業 補助事業

任意的・義務的 義務的事業

実施方法 一部委託

事業分類 証明書交付・登録等事務

平成
根拠法令、
例規・要綱

住民基本台帳法、戸籍法、小鹿野町住民基本台帳事務取扱規則、出入
国管理及び難民認定法、小鹿野町印鑑条例・同施行規則

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

総合振興計画
上の政策体系

政　策 人口を増加させ、住民が生き生きと暮らす活気あるまちづくり 実施計画事業・一般事業 一般事業

基本施策 その他 総合戦略事業該当 非該当

担当係名 住民担当

事
業
区
分

新規事業・継続事業 継続事業
事務事業名 戸籍住民基本台帳等事務

担当
課所

課所名 住民課

28 年度 32 政策体系 予算区分 一般

3 1 日作成

評価対象 平成 27 年度 評価実施 平成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29

平成

昭和



４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】

 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(4)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

　住民基本台帳法や戸籍法に基づく事務

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

Ａ 現状維持（従来通り実施）

A 削減の余地はない
理由・
改善案

終
了
等
の
条
件

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

理由・
改善案

　住民基本台帳法・戸籍法等に基づき届出処理や証明書交付を行うことは、行政として法
令に基づく自治体固有の事務であるため町が行わなければならない。

　事務執行に係る電算委託料等の経常的な経費が主な事業費であるため、事業費を削減
することは出来ない。

公
平
性
の
評
価

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

A2 現行の受益者負担は
適正である

理由・
改善案

　証明書交付については、利用者から証明書発行手数料を徴収しており、現在の受益者
負担は適正である。届出処理については法令に基づく自治体固有の事務であるため、受
益者は不特定多数となる。

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

A1 類似する事務事業はな
い

理由・
改善案

類似する事務事業名

有
効
性
の
評
価

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

A 成果向上の余地はない
理由・
改善案

　戸籍と住民基本台帳の電算処理を連動することで戸籍附票事務の迅速化と精度向上を
図ることができたので成果向上の余地はない。

効
率
性
の
評
価

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

　この欄は、「平成２７年度事務事業に対する評価」を踏まえた平成２９年度に実施する取組につい
て、平成２９年度に実施する事務事業評価において記入

２　視点別評価【Ｃｈeck】

目
的
妥
当
性
の
評
価 ③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

A 妥当である
理由・
改善案

　届出処理や証明書交付を迅速かつ正確に行う事務のため、対象と意図は妥当である。

①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

結びつかない
理由・
改善案

　政策体系には結びつかないが、住民基本台帳法や戸籍法等に基づき、届出処理や証明
書交付を行わなければならない。

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）

A1 町が実施しなければな
らない

　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）



年 月

1 8 60 4 1 3 17

1

8

60

0ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 1,513 462 309 0

事業費
の内訳

千円

節

19 1,500 16 4

事業費

16 1 19 450 11 105
1 20011 13 11 12

事業費 節 事業費
事業費計 千円 1,513 462 309 0 0
一般財源 千円 1,513 462 309

節 事業費 節 事業費 節

地方債 千円
その他 千円

県支出金 千円

　(2)　事業費の推移・内訳

投
入
量

事
業
費

財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（見込） ２９年度（目標） ３０年度（目標） ３１年度（目標）
国庫支出金 千円

7 5

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）
・ごみ処理されていた資源の有効活用及び省エ
ネルギー対策の推進
・上水道給水区域外住民の衛生的で文化的生活
の向上に資するため

上位成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（目標）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

目
的

３１年度
（目標）

公用車の燃料使用量 ﾘｯﾄﾙ 877 900 900

回収量 ﾘｯﾄﾙ 3,380 3,500 3,500

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）
・化石燃料の使用削減やＣＯ2削減に寄与する。
・上水道給水区域外住民の衛生的で文化的生活
の向上に資するため

成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（目標）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

廃食油排出新規登録者 人 15

３１年度
（目標）

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）
・住民・事業者から排出される廃食油を有価物と
して買取って回収
・上水道給水区域外住民への生活水用設備の新
設又は改修に対する経費補助

対象指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（見込）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

補助金交付件数 件 1 1 0

廃食油買取額 円 613 1,000 1,000

廃食油回収量 ﾘｯﾄﾙ 3,380 3,500 3,500

３１年度
（見込）

廃食油排出登録者 人 58 65 70

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

手
段

事業
計画

単年度繰返し
事業
期間

24 ～

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２７年度実績（平成２７年度に実施した事業内容）
・住民・事業者から廃食油を買取り、町は廃食油
の回収保管及びＢＤＦ製造施設への運搬を行う。
製造されたＢＤＦ燃料を公用車やボイラーの燃料
として供する。この事業は、ちちぶ定住自立圏構
想に基づいて事業を実施している。
・住民の衛生的で文化的生活の向上のため、秩
父広域市町村圏組合水道事業の設置等に関す
る条例第2条第2項に規定する町の給水区域外
で、生活水用設備の新設又は改修する事業に要
する経費に対し補助金を交付している。

・住民及び事業者から使用済てんぷら油を回収し、吉田元気村で稼働している装置によりバ
イオディーゼル燃料（ＢＤＦ）を製造し、公用車に供給した。
・廃食油については、１リットル１円で買い取った。
・両神薄地内において、生活水用設備改修を１件実施した。

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（見込）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

予算
区分

会計 款 項 目 大事業名

一般 4 1 3
№

生活環境保全事業費
17

基本事業 環境保全の推進 単独事業・補助事業 単独事業

任意的・義務的 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 その他町民に対する事業

平成
根拠法令、
例規・要綱

ちちぶ環境基本計画、小鹿野町環境保全条例
小鹿野町生活水用設備設置費補助金交付要綱

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

総合振興計画
上の政策体系

政　策 自然と歴史に囲まれた住みよい生活環境整備 実施計画事業・一般事業 実施計画事業

基本施策 環境保全 総合戦略事業該当 非該当

担当係名 環境衛生担当

事
業
区
分

新規事業・継続事業 継続事業
事務事業名 生活環境保全事業

担当
課所

課所名 住民課

28 年度 33 政策体系 予算区分 一般

3 1 日作成

評価対象 平成 27 年度 評価実施 平成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29

平成

昭和



４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】

 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(4)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

　事業が終了すると、廃食油を廃棄物として処分せざるを得ないため、廃棄物減量化及び循環化社会の流れに逆行する。そのた
め、事業継続は必要と思われる。
　なお、本事業が営利事業として民間企業等が参入してくれれば、町は事業から撤退も視野に検討してよいと思われる。

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）

　BDF事業については、営利事業として成り立てば民間事業者に委ねられる可能性あり

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

Ａ 現状維持（従来通り実施）

A 削減の余地はない
理由・
改善案

終
了
等
の
条
件

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

② 民間等への委託等を実施する
（実施した方がよい）

④ 内容・進め方を見直す（見直し
た方がよい）

理由・
改善案

　BDF事業は、営利活動として成り立てば民間事業者に委ねられる可能性あり。
生活水用設備補助事業は、上水道給水区域外住民に対する町の政策であり、町で実施し
なければならない事業である。

　BDF事業については、ＢＤＦ使用車両の消耗品であり、ＢＤＦ燃料の性質上、定期的な部品交換を
要するため、削減できる余地なし。
　生活水用設備補助事業については、上水道給水区域外の補助事業であり、補助上限額の設定も
あるため削減できる余地なし。

公
平
性
の
評
価

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

A2 現行の受益者負担は
適正である

理由・
改善案

　住民の廃棄物処理費用の軽減や、上水道給水区域外住民の生活水用設備投資の自己
負担減少にもなっているため、見直す余地がない。

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

A1 類似する事務事業はな
い

理由・
改善案

類似する事務事業名

有
効
性
の
評
価

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

B 成果向上の余地がある
程度ある

理由・
改善案

　BDF事業は、啓発事業や戸別訪問などで回収量は増やせる可能性はあるが、1日あたり
の製造量の上限があるため、回収量と製造量の均衡がとれなくなる可能性あり。

効
率
性
の
評
価

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

　この欄は、「平成２７年度事務事業に対する評価」を踏まえた平成２９年度に実施する取組につい
て、平成２９年度に実施する事務事業評価において記入

２　視点別評価【Ｃｈeck】

目
的
妥
当
性
の
評
価 ③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

A 妥当である
理由・
改善案

　BDF事業は、廃棄物の減量化などに寄与していることから、現状は見直すことは考えて
いない。
生活水用設備補助事業は、上水道給水区域が延伸されない限り見直しの余地がない。

①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

結びついている
理由・
改善案

　BDF事業は、廃棄物の減量化やリサイクル促進により環境保全の推進に結びついてい
る。生活水用設備補助事業は、給水区域外住民の衛生的・文化的な生活の向上に結びつ
いている。

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）

B 委ねられる可能性があ
る

　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）



年 月

1 9 66 2 1 9 22

1

9

66

0ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 2,244 2,309 2,757 0

事業費
の内訳

千円

節

1,30319 1,321 19 1,275 19

9 25 9 25 9

49 12
11 2 11 109 11 261

82

7012 47 12

事業費

8 89 8 91 8 91
1 9501 760 1 760

事業費 節 事業費
事業費計 千円 2,244 2,309 2,757 0 0
一般財源 千円 2,024 2,114 2,557

節 事業費 節 事業費 節

地方債 千円
その他 千円 220 195 200

県支出金 千円

交通事故件数（人身+物損） 件 126 120 110

　(2)　事業費の推移・内訳

投
入
量

事
業
費

財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（見込） ２９年度（目標） ３０年度（目標） ３１年度（目標）
国庫支出金 千円

120 110

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）
町民の交通安全の意識の高揚を図り、交通
事故を減少させる。

上位成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（目標）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

目
的

３１年度
（目標）

交通死亡事故 件 0 0 0

交通死亡事故 件 0 0 0

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）
①交通安全に対する意識を高めてもらう。
②交通ルールを守ってもらう。

成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（目標）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

高齢者

交通事故件数（人身+物損） 件 126

人 114 90 90

３１年度
（目標）

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）
①　町民
②　新入学児童（小学生）
③　高齢者（７５歳以上）

対象指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（見込）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

交通災害共済加入者数 人 3,393 3,500 3,600

人 1,500 1,800 2,000

新入学児童

交通安全母の会会員 人 76 70 70

交通指導員委嘱人数 人 8 8 8

３１年度
（見込）

町民 人 12,371 12,200 12,050

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

手
段

事業
計画

単年度繰返し
事業
期間

～

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２７年度実績（平成２７年度に実施した事業内容）
　交通指導員への活動に対する報酬、西秩
父交通安全協会、西秩父交通安全協会各
支部、交通安全母の会の各団体の活動に
対して補助金を交付
　また、交通災害共済の加入を推奨し、警察
等の関係機関と連携を取り小鹿野町内の交
通安全の啓発活動等を行う。

・年４回行われる交通安全運動への参加。
・高齢者や小学生新入児童への交通安全啓発物の配布。
・行事の際の交通誘導や、交通安全ＰＲ活動。
・交通災害共済加入事務。

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（見込）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

予算
区分

会計 款 項 目 大事業名

一般 2 1 9
№

交通安全推進費
22

基本事業 交通安全対策 単独事業・補助事業 単独事業

任意的・義務的 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 その他町民に対する事業

平成
根拠法令、
例規・要綱

小鹿野町交通指導員設置規則
交通安全母の会会則　等

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

総合振興計画
上の政策体系

政　策 自然と歴史に囲まれた住みよい生活環境整備 実施計画事業・一般事業 一般事業

基本施策 安全の確保 総合戦略事業該当 非該当

担当係名 交通安全担当

事
業
区
分

新規事業・継続事業 継続事業
事務事業名 交通安全推進事業

担当
課所

課所名 住民課

28 年度 34 政策体系 予算区分 一般

3 1 日作成

評価対象 平成 27 年度 評価実施 平成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29

平成

昭和

平成

昭和

平成

昭和

平成

昭和



４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】

 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(4)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

　交通死亡事故ゼロを更新しているが、交通事故件数は減少していない。更なる交通安全の啓発等の推進に努めるものである。

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）

　現状では、「児童飛び出し注意」の看板を西秩父交通安全協会に依頼しているが、町で購入・保管し、住民の要望があれば設置す
ることも考えている。

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

　予算化が課題となる。
Ｃ 来年度、改善・見直しを
実施する

A 削減の余地はない
理由・
改善案

終
了
等
の
条
件

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）
　交通安全の普及啓発を継続することにより、住民の交通安全意識向上を図れるため、終了の余地はないが、補助金交付団体
の会員数の減少等の事由により活動休止となれば団体への補助金交付の縮小は有り得る。

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

④ 内容・進め方を見直す（見直し
た方がよい）

理由・
改善案

　交通安全の一環として、交通事故防止を図ることは、町の重要な責務である。しかし、町
単独で交通事故防止を図るには限度があるため、各関係機関へ補助金として支援を行っ
ている。

　事業費のみであり、各団体の決算内容を確認、適正に執行されているため、削減の余地
はないと思われる。

公
平
性
の
評
価

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

A1 受益者負担は求める必
要がない

理由・
改善案

　基本的に補助事業となるため、受益者負担を求める必要はない。

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

A1 類似する事務事業はな
い

理由・
改善案

類似する事務事業名

有
効
性
の
評
価

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

B 成果向上の余地がある
程度ある

理由・
改善案

　啓発活動等を行うことにより現在の交通死亡事故０日数を更新できている。
更なる交通事故件数の減少のためには、危険箇所の調査や看板設置など交通事故防止
のために警察等機関などと連携を図る必要がある。

効
率
性
の
評
価

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

　この欄は、「平成２７年度事務事業に対する評価」を踏まえた平成２９年度に実施する取組につい
て、平成２９年度に実施する事務事業評価において記入

２　視点別評価【Ｃｈeck】

目
的
妥
当
性
の
評
価 ③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

A 妥当である
理由・
改善案

　町民への交通安全啓発及び交通安全意識の高揚を図り、交通事故の減少を目指す目
的で実施しており、対象と意図は妥当である。

①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

結びついている
理由・
改善案

　町民への啓発活動を行うことは、交通安全意識を高めるとともに、交通事故の減少につ
ながる。

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）

A1 町が実施しなければな
らない

　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）


